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事業報告 
会社の体制及び方針 
 
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
その他業務の適正を確保するための体制 

 
丸紅株式会社（以下、丸紅という）は、社是及び経営理念※に適った企業活動を通じ、企業価値の増大を
図るとともに、安定的かつ持続的なグループ企業基盤を構築するため、会社法及び会社法施行規則に基づき、
以下のとおり、丸紅の業務並びに丸紅及び丸紅グループ各社（丸紅の連結子会社及び丸紅が実質的に子会社
と同等とみなす会社をいう。以下同じ）から成る企業集団（以下、丸紅グループという）の業務の適正を確
保するための体制に関する基本方針（以下、内部統制の基本方針という）を整備する。丸紅は、社会の変化
に対応し、内部統制の基本方針を常に見直すことにより、より適正かつ効率的な体制を実現するものとする。 
 
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための
体制 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及
び管理に関する体制 

③損失の危険の管理に関する規程その他の
体制 

④取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制 

(1）コーポレート・ガバナンス 
①取締役及び取締役会 
●取締役会による取締役の監督 
●取締役会議長に原則として、代表権・
業務執行権限を有さない会長が就任 
●取締役会による取締役の担当の決定 
●取締役による取締役会への業務 
執行状況報告（３カ月に一度以上） 
●取締役の任期一年 
●社外取締役の選任 
●執行役員制による業務執行の効率化及
びグループCEOによる会社の全般的
経営への参画と担当グループ業務全般
の統轄 
②監査役及び監査役会 
●監査役及び監査役会による取締役の職
務執行の監査 
 
(2）コンプライアンス 
①コンプライアンス体制 
●丸紅行動憲章、コンプライアンス・マ
ニュアル他グループ共通の行動規範の
策定 
●コンプライアンス委員会他各種委員会
による諸施策 
②内部通報制度 
●｢相談“ホッ”とライン｣、｢Marubeni 
Anti-Corruption Hotline」の設置 
③反社会的勢力との関係遮断 
●反社会的な活動・勢力との一切の関係
遮断 
 
(3）内部監査 
●社長直轄の監査部による内部監査 
●監査部監査の取締役会報告 
 
(4）懲戒処分 
●ガバナンス・報酬委員会及び賞罰審査
委員会に諮った上での厳正な処分 

(1）情報の保存及び管理並びに情報流出防
止 
●情報資産管理規程を整備し、保存対象
情報資産、保存期間、情報管理責任者
を設定 
 
(2）情報の閲覧 
●役員及び監査役は保存情報資産をいつ
でも閲覧可能 

(1）職務権限の原則 
●役員・社員の職務権限を明確に規定 
 
(2）稟議制度 
●職務権限規程及び稟議規程に基づき個
別案件を投融資委員会にて審議、経営
会議に付議、社長決裁。更に案件重要
度等に応じ取締役会で承認。重要案件
をフォローアップし、経営会議へ定期
報告 
 
(3）リスク評価 
●定量化可能リスクについては、統合リ
スク管理を実施 
●定性リスクについては、コンプライア
ンス体制の強化等により管理 
 
(4）危機管理 
●自然災害等重大事態発生に対処するた
め、事業継続計画を策定し、損害・損
失等を最小限にとどめるための具体策
を迅速に決定・実行 

(1）経営方針、経営戦略及び経営計画 
●丸紅グループの全役員・社員が共有す
る目標を設定 
 
(2）経営会議 
●経営会議を設置し、経営に関する最高
方針及び全社的重要事項を審議 
 
(3）営業グループ及び 
コーポレートスタッフグループ 
●グループCEO、及び本部長に権限を
委譲 
●コーポレートスタッフグループが各専
門分野にて営業グループを管理・牽
制・支援 
 
(4）職務権限・責任の明確化 
●取締役会及び諸規程にて役員の担当及
び各役員・社員の役割分担、権限、責
任及び意思決定のルールを設定 
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※社  是：｢正」(公正にして明朗なること） 
｢新」(進取積極的にして創意工夫を図ること） 
｢和」(互いに人格を尊重し親和協力すること） 

経営理念：｢丸紅は、社是「正・新・和」の精神に則り、公正明朗な企業活動を通じ、経済・社会の発展、地球環境の保全に貢献す
る、誇りある企業グループを目指します｡」 

 
⑤企業集団における業務の適正を確保する
ための体制 

⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関す
る事項並びにその使用人の取締役からの
独立性に関する事項 

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するた
めの体制その他監査役への報告に関する
体制 

⑧その他監査役の監査が実効的に行われる
ことを確保するための体制 

(1）丸紅グループ運営体制 
●グループ各社の経営実態の把握、指導
及び監督を行う責任者の決定 
●グループ会社の経営体制に係る指針の
決定 
●グループ各社の取締役等の職務執行に
係る事項の丸紅への適切な報告 
●グループ各社の損失の危険の適切な管
理 
●グループ各社の取締役等の職務の執行
が効率的に行われることを確保 
●グループ各社の法令等遵守を確保 
 
(2）コンプライアンス 
●コンプライアンス委員会によるグルー
プ会社コンプライアンス活動の支援・
指導 
●全グループ社員への「相談“ホッ”とラ
イン｣、｢Marubeni Anti-Corruption 
Hotline｣開放 
 
(3）財務報告及び資産保全の適正性確保の
ための体制整備 
●内部統制委員会の活動等を通じ、連結
財務諸表等の財務報告について、信頼
性を確保するためのシステム及び継続
的にモニタリングするために必要な体
制の整備 
●グループ各社が有する資産の取得・保
管・処分が適正になされる体制の整備 
●開示委員会を設置し、適時適正な情報
開示体制の整備 
 
(4）監査 
●監査部による丸紅グループ各社往査 
●監査役及び会計監査人による丸紅グル
ープ各社の監査・会計監査の実施 

(1）監査役室の設置 
●監査役室及び監査役の職務を補助する
専任者の設置 

 
(2）監査役室員の人事 
●監査役室員の人事（異動、評価、懲戒
等）について、監査役の事前同意を取
得 

(1）監査役による重要会議への出席 
●監査役による取締役会・経営会議その
他重要会議への出席 

 
(2）役員・社員による監査役への報告 
●社長と監査役のミーティングを定期的
に開催 
●取締役、グループCEO、本部長及び
コーポレートスタッフグループ部長に
よる監査役に対する業務執行状況報告 
●丸紅に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実を発見したときの役員による監
査役への報告 
●グループ各社の取締役・監査役及び使
用人等又はこれらの者から報告を受け
た者が直接又は間接的に丸紅の監査役
に重要な報告を行うための体制の整備 
●監査役の報告要請に対する協力 
●監査役に報告を行った者が当該報告を
したことを理由として丸紅又は丸紅グ
ループ各社において不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制の整
備 

(1）監査部、会計監査人及び丸紅グループ
監査役との連携 

●監査役による監査部及び会計監査人の
監査計画の事前受領並びに定例会議に
よる監査方針及び監査結果報告に係る
意見交換 
●監査役による丸紅グループ各社監査役
との連携 
 
(2）外部専門家の起用 
●監査役による弁護士等外部アドバイザ
ーの任用 
 
(3）監査費用 
●監査役からの求めに応じ、外部専門家
の費用その他監査役の職務の執行につ
いて生ずる費用を負担するための予算
を設定 

2006年５月12日 制定 
2019年４月24日 改正 
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内部統制の運用状況の概要 

 
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

法令・定款に則り、取締役は業務を執行し、取締役会、監査役会及び監査役は重要事項の決定や取締
役の業務執行の監督・監査を行っています。社外取締役の選任、執行役員制度の採用等により、実効的
かつ効率的なコーポレート・ガバナンス体制の整備を継続しています。 
また、2019年４月の労働基準法改正を受け、出勤管理システムの管理機能を強化し、時間外労働の
管理・年次有給休暇取得義務化に対応しました。 
 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
情報資産の作成及び保管、保存、廃棄等、情報資産の取り扱い・管理について、業務効率化を図ると
ともに、情報セキュリティレベル向上を目的として、情報資産管理規程を制定し、周知徹底を図ってい
ます。また、情報資産流出防止に向け運用ルールを定め、決算情報等を含む機密情報については高セキ
ュリティファイル共有システムにてアクセス可能な者を限定するなど、厳格な管理を継続しています。 

 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

役員及び役職者は、取締役会の決議による業務担当に基づき、職務権限規程及び業務分掌規程の定め
に従い、各職務及び業務のリスク管理を行いました。 
重要な投資等の個別案件を審議する投融資委員会を28回開催し、稟議案件の実施状況の取締役会へ
の報告に加え、申請内容・決裁条件との乖離案件の早期把握と問題事項処理への迅速な対応を促進する
ため、稟議案件モニタリング・フォローアップを実行しました。 
PATRAC、IRRガイドライン等の定量基準に加え、関係CS各部の専門的見地からの分析等を通じ、新
規投融資案件の精査を引き続き行いました。 
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止対応として、在宅勤務の実施や不要不急の出張・集会の中
止等必要な措置を講じました。 

 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

経営戦略の基本方針「2030年に向けた長期的な企業価値向上を追求する」を明示した中期経営戦略 
“GC2021”がスタートしました。 
当期は経営会議を34回開催し、重要事項を審議した他、営業本部毎の本部別経営会議を開催し、各
組織の設定目標及びその進捗状況の管理を実施しました。 
取締役会において役員の担当を決定するとともに、職務権限規程、その他の諸規程に定められた各役
員・社員の役割分担、権限、責任及び意思決定のルールに従い、効果的な意思決定及び業務執行をして
います。 
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５．企業集団における業務の適正を確保するための体制 
丸紅は、「事業会社規程」に基づき、丸紅グループ各社の経営実態の把握及びグループ各社に対する
指導・監督に努めています。 
丸紅グループ会社を対象とした「丸紅グループガバナンスポリシー」（2017年４月施行）を制定する
とともに、上場子会社とは、内部統制上重要な事項につき丸紅への報告・事前意見伺いを定めた協定書
を締結し、丸紅グループの企業価値向上と持続的成長を図っています。 
国内事業会社社長からコンプライアンス・マニュアル及び反贈収賄ハンドブック遵守の宣誓書を取得
し、宣誓にあたってはコンプライアンス・マニュアルの研修動画の視聴を義務づけました。 
海外現地法人及び海外事業会社社長からは反贈収賄ハンドブックの遵守に係る宣誓書を取得しました。 
丸紅グループ・アカウンティングポリシー、経理規程・細則・通達・処理要領の他、連結決算社内処
理要領等の社内ルールの整備・更新を実施し、周知徹底を図っています。 

 
６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

専任の監査役室員が監査役の業務を補助し、同室員の人事決定を行う場合は、人事担当取締役は、事
前に監査役の意見を徴し、同意を得ています。 

 
７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

社長と監査役のミーティングを定期的に開催し、業務執行状況の報告及び意見交換を行いました。 
また、取締役、グループCEO、本部長、コーポレートスタッフグループ部長は監査役に対して業務
執行状況の報告を行いました。さらに、経理部より監査役に対して四半期毎に決算内容の説明を実施し
ました。 

 
８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、会計監査人及び監査部とのミーティングを毎月開催し、監査計画、子会社も含めた監査実
施状況・監査結果、財務報告に係る内部統制状況等について、情報・意見交換を実施しました。 
また、丸紅グループ各社の監査役との連携を図り、定期的に連絡会を開催し、各社の内部統制の構築
及び運用の状況について情報・意見交換を実施しました。 
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会社の新株予約権等に関する事項 
 
当事業年度末日において当社役員等が保有する新株予約権の状況 
 

発行年度 
(発行決議日) 

新株予約権
の数 

目的となる株式
の種類及び数 新株予約権の払込金額 

権利行使に際 
して出資される 
財産の価額 

権利行使期間 

2016年度 
(2016年 
６月24日) 

株式報酬型
ストックオ
プションと
しての新株
予約権 
1,325個 

普通株式 
132,500株 

１個当たり 
41,900円 

１株当たり 
１円 

2016年７月12日から 
2049年７月11日まで 

2017年度 
(2017年 
６月23日) 

株式報酬型
ストックオ
プションと
しての新株
予約権 
2,852個 

普通株式 
285,200株 

１個当たり 
67,400円 

１株当たり 
１円 

2017年７月11日から 
2050年７月10日まで 

2018年度 
(2018年 
３月27日) 

株式報酬型
ストックオ
プションと
しての新株
予約権 
753個 

普通株式 
75,300株 

１個当たり 
71,500円 

１株当たり 
１円 

2018年４月12日から 
2051年４月11日まで 

2018年度 
(2018年 
６月22日) 

株式報酬型
ストックオ
プションと
しての新株
予約権 
3,526個 

普通株式 
352,600株 

１個当たり 
75,100円 

１株当たり 
１円 

2018年７月10日から 
2051年７月９日まで 

2019年度 
(2019年 
３月27日) 

株式報酬型
ストックオ
プションと
しての新株
予約権 
166個 

普通株式 
16,600株 

１個当たり 
69,600円 

１株当たり 
１円 

2019年４月27日から 
2052年４月26日まで 

2019年度 
(2019年 
６月21日) 

株式報酬型
ストックオ
プションと
しての新株
予約権 
7,079個 

普通株式 
707,900株 

１個当たり 
64,000円 

１株当たり 
１円 

2019年７月10日から 
2052年７月９日まで 

2019年度 
(2019年 
６月21日) 

時価総額条
件付株式報
酬型ストッ
クオプショ
ンとしての
新株予約権 
2,830個 

普通株式 
283,000株 

１個当たり 
13,600円 

１株当たり 
１円 

2022年７月10日から 
2052年７月９日まで 
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＜区分別の内訳＞ 

（株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権） 
発行年度 
(発行決議日) 

取締役（社外取締役除く） 監査役 執行役員 

2016年度 
(2016年 
６月24日) 

143個 １名 ０個 ０名 1,182個 ９名 

2017年度 
(2017年 
６月23日) 

964個 ４名 ０個 ０名 1,888個 12名 

2018年度 
(2018年 
３月27日) 

370 個 １名 ０個 ０名 383 個 ２名 

2018年度 
(2018年 
６月22日) 

1,195 個 ５名 ０個 ０名 2,331 個 17 名 

2019年度 
(2019年 
３月27日) 

０個 ０名 ０個 ０名 166 個 １名 

2019年度 
(2019年 
６月21日) 

2,211 個 ５名 ０個 ０名 4,868 個 21 名 

 
 

（時価総額条件付株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権） 
2019年度 
(2019年 
６月21日) 

876 個 ５名 27 個 １名 1,927 個 21 名 

 
（注）1. 執行役員のうち、取締役を兼務している者の保有状況は、取締役の欄に記載しています。 

2. 2019年度末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数（退任者の保有分を含む）は、株式報酬型ストックオプ
ションとしての新株予約権については普通株式2,013,300株で、時価総額条件付株式報酬型ストックオプションとしての新
株予約権については普通株式298,100株です。 
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当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の状況 
 
＜(a-1)株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権（2019年４月26日割当のストックオプション)＞ 
 
発行決議の日 2019年３月27日 
新株予約権の数 166個 
交付された者の人数及び交付個数 当社執行役員１名 166個 
目的となる株式の種類及び数 普通株式 16,600株 

（新株予約権１個当たりの目的である株式の数は100株） 
新株予約権の払込金額 １個当たり69,600円 
権利行使に際して出資される財産の価額 １株当たり１円 
権利行使期間 2019年４月27日から 

2052年４月26日まで 
その他の新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権者は、割当日の翌日から３年を経過する日又は当社の取締

役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日のうちいずれか
早い日以降、割当てを受けた新株予約権を行使することができる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、権利行使期間内において、
当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社とな
る株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承
認された場合（株主総会決議が不要な場合は取締役会決議がなされた
場合）には、当該承認日の翌日から15日間に限り新株予約権を行使
できる（ただし、新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付
される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において定
められている場合を除く）。 

(3) 上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しな
い。 

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使す
ることができない。 

(5) 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日から10年間経過した場合、新株予約権を行使すること
ができなくなるものとし、当該時点において未行使の新株予約権を放
棄したものとみなす。 

 
（注）在外勤務中に交付を留保していたことによるもので、執行役員１名に対する交付です。 
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＜(a-2)株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権（2019年７月９日割当のストックオプション)＞ 
 
発行決議の日 2019年６月21日 
新株予約権の数 7,368個 
交付された者の人数及び交付個数 当社取締役   6名    2,483個 

当社執行役員 22名（＊） 4,885個 
(＊）2019年４月16日まで執行役員を務めていた者１名を含む。 

目的となる株式の種類及び数 
 

普通株式 736,800株 
(新株予約権１個当たりの目的である株式の数は100株) 

新株予約権の払込金額 １個当たり64,000円 
権利行使に際して出資される財産の価額 １株当たり１円 
権利行使期間 2019年７月10日から 

2052年７月９日まで 
その他の新株予約権の行使の条件 
 

(1) 新株予約権者は、割当日の翌日から３年を経過する日又は当社の取締
役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日のうちいずれか
早い日以降、割当てを受けた新株予約権を行使することができる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、権利行使期間内において、
当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社とな
る株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承
認された場合（株主総会決議が不要な場合は取締役会決議がなされた
場合）には、当該承認日の翌日から15日間に限り新株予約権を行使
できる（ただし、新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付
される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において定
められている場合を除く）。 

(3) 上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しな
い。 

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使す
ることができない。 

(5) 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日から10年間経過した場合、新株予約権を行使すること
ができなくなるものとし、当該時点において未行使の新株予約権を放
棄したものとみなす。 

 
（注）上記のうち45個は、取締役１名の退任により失効しております。 
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＜(b)時価総額条件付株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権（2019年７月９日割当のストック
オプション)＞ 

 
発行決議の日 2019年６月21日 
新株予約権の数 2,999個 
交付された者の人数及び交付個数 当社取締役   7名（＊） 1,037個 

（＊）2019年６月21日まで取締役を務めていた者１名を含む。 
当社執行役員 23名（＊） 1,962個 
（＊）2019年４月16日まで執行役員を務めていた者１名及び 
2019年６月21日まで執行役員を務めていた者１名を含む。 

目的となる株式の種類及び数 
 

普通株式 299,900株 
(新株予約権１個当たりの目的である株式の数は100株) 

新株予約権の払込金額 １個当たり13,600円 
権利行使に際して出資される財産の価額 １株当たり１円 
権利行使期間 2022年７月10日から 

2052年７月９日まで 
その他の新株予約権の行使の条件 
 

(1) 新株予約権者は、割当日の翌日から３年を経過する日以降割当を受け
た新株予約権を行使することができる。 

(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間
において、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全
子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき株
主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、取締役会決
議がなされた場合）には、当該承認日の翌日から15日間に限り新株
予約権を行使できる（ただし、新株予約権者に再編成対象会社の新株
予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計
画において定められている場合を除く）。 

(3) 新株予約権者による新株予約権の行使は、時価総額条件（下記参照）
に従うものとする。 

(4) 上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しな
い。 

(5) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使す
ることができない。 

(6) 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日から10年間経過した場合、新株予約権を行使すること
ができなくなるものとし、当該時点において未行使の新株予約権を放
棄したものとみなす。 

 
（注）1. 上記のうち18個は、取締役１名の退任により失効しております。 

2. ＜時価総額条件の詳細＞ 
①当社時価総額条件成長率（＊1）が、TOPIX（東証株価指数）成長率（＊2）未満となった場合、新株予約権者は、割当て
を受けた新株予約権を全て行使することができない。 
②当社時価総額条件成長率が、TOPIX成長率以上となった場合、新株予約権者による新株予約権の行使は、以下の定めに従う
ものとする。 
（ⅰ）当社時価総額条件成長率が150%を超えた場合、割当てを受けた新株予約権を全て行使することができる。 
（ⅱ）当社時価総額条件成長率が100%を超え、150％以下の場合、割当てを受けた新株予約権の一部（＊3）を行使する

ことができる。 
（ⅲ）当社時価総額条件成長率が100%以下の場合、割当てを受けた新株予約権を全て行使することができない。 

（＊1） 新株予約権の割当日から権利行使期間開始日までの３年間の当社時価総額条件成長率で、以下の式で算出する数値と
する。 

A： 権利行使期間開始日の前日（同日を含む）の直前３ヶ月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値と自己
株式控除後の発行済株式数を乗じて算出した時価総額の平均値 

B： 新株予約権の割当日の前日（同日を含む）の直前３ヶ月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値と自己
株式控除後の発行済株式数を乗じて算出した時価総額の平均値 

当社時価総額条件成長率＝A÷B 
（＊2） 割当日から権利行使期間開始日までの３年間のTOPIX成長率で、以下の式で算出する数値とする。 

C： 権利行使期間開始日の前日（同日を含む）の直前３ヶ月の各日の東京証券取引所におけるTOPIXの終値平均値 
D： 新株予約権の割当日の前日（同日を含む）の直前３ヶ月の各日の東京証券取引所におけるTOPIXの終値平均値 
TOPIX成長率＝C÷D 

（＊3） 行使できる新株予約権の個数＝割当てを受けた新株予約権の個数×当社時価総額条件成長率÷150%   
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会計監査人の状況 
 
会計監査人の名称 

 
EY新日本有限責任監査法人 
 
会計監査人の報酬等の額 

 
①当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務についての報酬等の額 605百万円 
②当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 1,138百万円 
（注）1. 当社は、会計監査人との契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しており

ません。 
2. 当社の重要な子会社のうち、Aguas Decima S.A.､Axia Power Holdings B.V.､Gavilon Agriculture Investment, Inc.､
Helena Agri-Enterprises, LLC､MAI Holding LLC､Marubeni Auto Investment (UK) Limited､Marubeni Coal Pty. Ltd.､
Marubeni LP Holding B.V.､Marubeni Oil & Gas（USA）LLC､PT. Tanjungenim Lestari Pulp & Paper､Temsa Is 
Makinalari Imalat Pazarlama Ve Satis A.S.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。 

3. 監査役会は、過年度の監査計画・遂行状況及び監査時間等の推移を確認し、当事業年度の報酬見積りの相当性を検討した結
果、会計監査人の報酬等について同意しました。 

 
非監査業務の内容 

 
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に非監査業務として、「サステナビ
リティリスク対応支援業務」等を委託しております。 
 
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 
当社は、会計監査人に会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する事由が認められる場合、監査役会
が監査役全員の同意により会計監査人を解任する他、原則として、会計監査人が適正な監査を遂行すること
が困難であると認められる場合、監査役会において、監査役の過半数をもって行われる決定に基づき、会計
監査人の解任又は不再任の議案を株主総会に付議します。 
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連結計算書類 
連結持分変動計算書 
 
第96期（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）  

 

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 
－普通株式 資本剰余金 

その他資本性
金融商品 自己株式 利益剰余金 

その他の資本の構成要素 

その他の包括
利益にて公正
価値測定され
る金融資産の
評価差額 

在外営業活動
体の換算差額 

期首残高 262,686 139,898 243,589 △1,384 1,163,472 71,912 131,178 

新会計基準適用による累積的
影響額     △6,674   

当期利益（損失）     △197,450   

その他の包括利益      △58,875 △89,931 

自己株式の取得及び売却  △14  212    

支払配当     △59,878   

非支配持分との資本取引及び
その他  3,305   △42   

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配     △3,902   

利益剰余金への振替     △29,386 9,681  

非金融資産等への振替        

期末残高 262,686 143,189 243,589 △1,172 866,140 22,718 41,247 

 

 

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 
その他の資本の構成要素 

親会社の所有者 
に帰属する 
持分合計 

キャッシュ・ 
フロー・ヘッジ
の評価差額 

確定給付制度 
に係る再測定 

その他の資本の 
構成要素合計 

期首残高 △33,610 ― 169,480 1,977,741 93,985 2,071,726 

新会計基準適用による累積的
影響額    △6,674  △6,674 

当期利益（損失）    △197,450 7,259 △190,191 

その他の包括利益 △28,394 △19,705 △196,905 △196,905 △1,233 △198,138 

自己株式の取得及び売却    198  198 

支払配当    △59,878 △6,640 △66,518 

非支配持分との資本取引及び
その他    3,263 △4,246 △983 

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配    △3,902  △3,902 

利益剰余金への振替  19,705 29,386 ―  ― 

非金融資産等への振替 △918  △918 △918  △918 

期末残高 △62,922 ― 1,043 1,515,475 89,125 1,604,600 
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（ご参考）第95期（2018年４月１日から2019年３月31日まで） （単位：百万円）  

 

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 
－普通株式 資本剰余金 

その他資本性
金融商品 自己株式 利益剰余金 

その他の資本の構成要素 

その他の包括
利益にて公正
価値測定され
る金融資産の
評価差額 

在外営業活動
体の換算差額 

期首残高 262,686 135,295 243,589 △1,379 1,014,709 82,596 76,253 

新会計基準適用による累積的
影響額     △1,117   

当期利益（損失）     230,891   

その他の包括利益      △17,594 54,925 

自己株式の取得及び売却  0  △5    

支払配当     △61,611   

非支配持分との資本取引及び
その他  4,603   △748   

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配     △4,035   

利益剰余金への振替     △14,617 6,910  

非金融資産等への振替        

期末残高 262,686 139,898 243,589 △1,384 1,163,472 71,912 131,178 

 

 

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 
その他の資本の構成要素 

親会社の所有者 
に帰属する 
持分合計 

キャッシュ・ 
フロー・ヘッジ 
の評価差額 

確定給付制度 
に係る再測定 

その他の資本の 
構成要素合計 

期首残高 △42,274 ― 116,575 1,771,475 64,162 1,835,637 

新会計基準適用による累積的
影響額    △1,117  △1,117 

当期利益（損失）    230,891 8,393 239,284 

その他の包括利益 10,389 △7,707 40,013 40,013 266 40,279 

自己株式の取得及び売却    △5  △5 

支払配当    △61,611 △7,350 △68,961 

非支配持分との資本取引及び
その他    3,855 28,514 32,369 

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配    △4,035  △4,035 

利益剰余金への振替  7,707 14,617 ―  ― 

非金融資産等への振替 △1,725  △1,725 △1,725  △1,725 

期末残高 △33,610 ― 169,480 1,977,741 93,985 2,071,726 
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連結注記表 
＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞ 
 
1. 連結計算書類の作成基準 
当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」と
いう。）に準拠して作成しております。ただし、同項後段の規定に準拠してIFRSにより要請される記
載及び注記の一部を省略しております。 

 
2. 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社 309社 
主要な連結子会社の名称は、事業報告内の「Ⅰ. 当社グループの現況に関する事項 重要な子会社
の状況その他の重要な企業結合等の状況」に記載の通りであります。 

（2）持分法適用関連会社の数及び主要な持分法適用関連会社の名称 
持分法適用関連会社 144社 
主要な持分法適用関連会社の名称は、事業報告内の「Ⅰ. 当社グループの現況に関する事項 重要
な子会社の状況その他の重要な企業結合等の状況」に記載の通りであります。 
 
連結子会社及び持分法適用関連会社の数には、当社が直接連結経理処理を実施している会社のみ含
めており、連結子会社が連結経理処理している関係会社（375社）はその数から除外しております。 

 
3. 会計方針に関する事項 
（1）金融資産の評価基準及び評価方法 
① 償却原価で測定される負債性金融資産 

当初認識時は公正価値に取引費用を加算した金額で測定しております。当初認識後は実効金利法
を用いた償却原価から減損損失を控除して測定しております。実効金利法による利息は連結包括
利益計算書において金融損益として認識しております。 

② その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産（FVTOCIの負債性金融資産） 
当初認識時は公正価値に取引費用を加算した金額で測定しております。当初認識後は公正価値で
測定され、公正価値の変動はその他の包括利益として認識し、その累計額はその他の資本の構成
要素において認識しております。ただし、FVTOCIの負債性金融資産からの利息については、連
結包括利益計算書において金融損益として認識しております。 

③ 純損益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産（FVTPLの負債性金融資産） 
公正価値で測定し、公正価値の変動は連結包括利益計算書において主に収益又は金融損益として
認識しております。 

④ その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産（FVTOCIの資本性金融資産） 
当初認識時は公正価値に取引費用を加算した金額で測定しております。当初認識後は公正価値で
測定され、公正価値の変動はその他の包括利益として認識し、その累計額はその他の資本の構成
要素において認識しております。ただし、FVTOCIの資本性金融資産からの配当については、連
結包括利益計算書において金融損益として認識しております。 

⑤ 純損益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産（FVTPLの資本性金融資産） 
公正価値で測定し、公正価値の変動及び配当は連結包括利益計算書において主に金融損益として
認識しております。 
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⑥ 償却原価で測定される負債性金融資産及びFVTOCIの負債性金融資産の減損 
償却原価で測定される負債性金融資産及びFVTOCIの負債性金融資産等については予想信用損失
に対する貸倒引当金を認識しております。各報告期間の期末日において、金融商品に係る信用リ
スクが当初認識以降に著しく増大していない場合は、貸倒引当金を各報告期間の期末日後12ヵ
月以内に生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失に等しい金額で測定しております。一
方、各報告期間の期末日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大して
いる場合は、貸倒引当金を当該金融商品の予想存続期間にわたる全ての生じ得る債務不履行事象
から生じる予想信用損失（以下「全期間の予想信用損失」という。）に等しい金額で測定してお
ります。ただし、営業債権等については、貸倒引当金を常に全期間の予想信用損失に等しい金額
で測定しております。 

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
棚卸資産は主に商品、製品及び販売用不動産で構成されており、取得原価（主に個別法又は移動平
均法）と正味実現可能価額とのいずれか低い金額で測定しております。 
棚卸資産を評価減する原因となった従前の状況がもはや存在しない場合、又は経済的状況の変化に
より正味実現可能価額の増加が明らかである証拠がある場合には、評価減の戻入れを行っておりま
す。 
なお、短期的な市場価格の変動により利益を獲得することを意図して棚卸資産を保有している場合、
当該棚卸資産は販売費用控除後の公正価値で測定し、販売費用控除後の公正価値の変動は当該変動
が発生した期の純損益として認識しております。 

（3）資産の減価償却方法 
有形固定資産の減価償却費は、償却可能額を、主として、当該資産の耐用年数に亘る定額法、見積
埋蔵量に基づく生産高比例法により各期に配分しております。土地は減価償却をしておりません。
また、耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、当該資産の耐用年数に亘り、主に定額法により
各期に配分しております。なお、耐用年数を確定できない無形資産及びのれんは償却をしておりま
せん。 

（4）リースの処理方法 
① リースの借手である場合 

リース開始日において、原資産を使用する権利を表す使用権資産及びリース料を支払う義務を表
すリース負債を認識しております。使用権資産は取得原価で測定され、取得原価はリース負債の
当初測定の金額、リース開始日以前に支払ったリース料、当初直接コスト及び原状回復費用等に
より構成されております。使用権資産は原則としてリース期間に亘って減価償却しております。
リース期間は、リースの解約不能期間に、リースを延長するオプションを行使すること又はリー
スを解約するオプションを行使しないことが合理的に確実な期間を加えて決定しております。リ
ース負債はリース開始日現在で支払われていないリース料の現在価値で測定しております。当該
リース料は、リースの計算利子率が容易に算定できる場合は当該利子率で割り引き、当該利子率
が容易に算定できない場合は借手の追加借入利子率で割り引いております。 

② リースの貸手である場合 
原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転するファイナンス・リースについ
ては、リース開始日において、リースに供された原資産の認識を中止し、ファイナンス・リース
により保有する資産を正味リース投資未回収額に等しい金額でリース債権を認識しております。 
オペレーティング・リースについては、その対象となる原資産を、原資産の性質に応じて連結財
政状態計算書に表示しており、当該原資産に係る減価償却の方針は、貸手の同様の資産に係る減
価償却の方針と整合しております。 

（5）棚卸資産を除く非金融資産の減損 
有形固定資産、無形資産及びのれんについては、期末日に資産が減損している可能性を示す兆候の
有無を判定しております。このような兆候が存在する場合には、当該資産の回収可能価額の見積り
を行っております。なお、耐用年数を確定できない無形資産及びのれんについては、減損の兆候が
あるか否かを問わず、最低限年１回定期的に資産の帳簿価額が回収可能価額を超過しているか否か
を確認しております。資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回っている場合は、当
該資産の帳簿価額をその回収可能価額まで減額し、減損損失として認識しております。 



16 

減損損失認識後は、期末日において、過去に認識した減損損失がもはや存在しないか、または減少
している可能性を示す兆候があるか否かを判定しております。このような兆候が存在する場合は、
資産の回収可能価額の見積りを行っております。見積られた回収可能価額が資産の帳簿価額を超え
る場合は、減損損失を戻入れております。戻入れ後の帳簿価額は、過去において当該資産について
認識した減損損失がなかったとした場合の帳簿価額（減価償却累計額控除後又は償却累計額控除後）
を超えない範囲で認識しております。なお、のれんについて認識した減損損失を戻入れることはし
ておりません。 

（6）引当金の計上基準 
引当金は、過去の事象の結果として、現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済す
るために経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、かつ当該債務の金額について信頼
性をもって見積ることができる場合に認識しております。貨幣の時間価値の影響が重要である場合、
引当金は当該負債に特有のリスクを反映させた割引率を用いた現在価値により測定しております。
割引計算が実施される場合、時の経過による引当金の増加は金融費用として認識しております。 

（7）退職後給付の処理方法 
確定給付資産又は負債の純額の再測定はその他の包括利益で認識し、直ちにその他の資本の構成要
素から利益剰余金に振替えております。再測定は、確定給付制度債務に係る数理計算上の差異、制
度資産に係る収益（制度資産に係る利息収益の金額を除く）等で構成されております。また、過去
勤務費用は直ちに純損益として認識しております。 

（8）収益の認識 
IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当収益等を除き、次の５ステップアプローチに基づき、
顧客に移転する財やサービスと交換に権利を得ることとなる対価を回収する可能性が高い場合に収
益を認識しております。 
 ステップ１：顧客との契約を識別する。 
 ステップ２：契約における履行義務を識別する。 
 ステップ３：取引価格を算定する。 
 ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 
 ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。 

（9）消費税等の処理は、税抜方式によっております。 
 
4. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 
（1）連結の範囲及び持分法の適用範囲の変更 

連結子会社    ：新規35社   除外 ８社 
持分法適用関連会社：新規13社   除外18社 

（2）新たに適用する基準書及び解釈指針 
当社及び連結子会社は、当連結会計年度より以下の基準を適用しております。 

 
基準書及び解釈指針 概要 

IFRS第16号「リース」 リース会計に関する改訂 
 

IFRS第16号「リース」の適用による連結計算書類への主な影響としては、原則としてすべてのリ
ースについて、原資産を使用する権利を表す使用権資産及びリース料を支払う義務を表すリース負
債が連結財政状態計算書に認識され、使用権資産の減価償却費及びリース負債に係る金融費用が連
結包括利益計算書に認識されます。同基準の適用により、適用開始日において「有形固定資産」、
｢無形資産」、「営業債権及び貸付金」及び「その他の非流動資産」が合計で235,170百万円、「そ
の他の金融負債（流動及び非流動）」が237,958百万円それぞれ増加しております。また、連結包
括利益計算書に与える重要な影響はありません。 
なお、上記の基準書及び解釈指針の適用による累積的影響として、適用開始日の利益剰余金が
6,674百万円減少しております。 
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（3）表示方法の変更 
当連結会計年度より、連結計算書類の表示をより明瞭にするため、従来、「販売費及び一般管理費」
に含めていた「営業債権等から発生した減損損失」を「貸倒引当金繰入額」として独立掲記してお
ります。 

（4）組替 
連結計算書類の表示方法を変更した場合には、比較情報を組替表示しております。 

 
＜連結財政状態計算書に関する注記＞ 
 
1. 担保に供している資産 

営業債権及び貸付金 61百万円
棚卸資産 174百万円
持分法で会計処理される投資 36,262百万円
有形固定資産（減価償却累計額控除後） 34,620百万円
その他 25,052百万円
合 計 96,169百万円

 
2. 資産から直接控除した貸倒引当金 

営業債権及び貸付金 19,265百万円
長期営業債権及び長期貸付金 31,879百万円

 
3. 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 1,607,108百万円
 
4. 偶発債務 
保証債務 
通常の事業の一環として関連会社及び一般取引先（以下「被保証者」という。）の負っている義務に
対し、様々な保証を行っておりますが、主たる保証は、被保証者の外部借入金等に対する返済を第三
者に対し保証するものであります。 
当連結会計年度末の保証総額は342,604百万円であり、第三者による再保証等の金額15,903百万円
を控除すると、326,701百万円となります。 
なお、保証総額（要求払い保証総額）は、履行可能性の程度にかかわらず、保証を履行すべき事象が
発生した際に要求される契約上の想定しうる将来最大支払額を表示しております。 
 
訴訟等 
当社は、2011年３月17日付でインドネシア最高裁判所（以下、最高裁）において当社が勝訴した訴
訟（以下、旧訴訟※）と同一の請求内容である、損害賠償請求等を求める南ジャカルタ訴訟及びグヌ
ンスギ訴訟（併せて以下、現訴訟）について、第一審及び第二審での一部敗訴を受け最高裁に上告し
ておりましたが、南ジャカルタ訴訟については2017年５月17日に、グヌンスギ訴訟については
2017年９月14日に、それぞれ最高裁判決を受領しました。 

 ※ 当社がインドネシアの企業グループであるSugar Groupに属する企業であるPT. Indolampung Perkasa及びPT. Sweet 
Indolampungに対して債権を保有し、支払の督促を行っていたところ、当該債務者２社を含むSugar Groupに属する企業 
(PT. Indolampung Perkasa、PT. Sweet Indolampung、PT. Gula Putih Mataram、PT. Indolampung Distillery及び
PT. Garuda Pancaarta) が債権者である当社を被告に含めて当社債権・担保の無効確認及び損害賠償の請求を行ったもの。 
 
南ジャカルタ訴訟の最高裁判決内容の要旨は以下の通りです。 
被告６名のうち当社及び丸紅欧州会社を含む被告４名が連帯して原告５社（Sugar Groupに属する
企業であるPT. Indolampung Perkasa、PT. Sweet Indolampung、PT. Gula Putih Mataram、
PT. Indolampung Distillery及びPT. Garuda Pancaarta）に対して合計２億５千万米ドルの損害賠
償金を支払うことを命じるもの。 
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グヌンスギ訴訟の最高裁判決内容の要旨は以下の通りです。 
被告７名のうち当社を含む被告５名が連帯して原告４社（Sugar Groupに属する企業であるPT. 
Indolampung Perkasa 、 PT. Sweet Indolampung 、 PT. Gula Putih Mataram 及 び PT. 
Indolampung Distillery）に対して合計２億５千万米ドルの損害賠償金を支払うことを命じるもの。 

 
現訴訟は、旧訴訟と同一内容の請求に関して、Sugar Groupに属する企業が再び当社らを提訴した
ものであり、上記の判決内容は、Sugar Groupに属する企業の主張を棄却した旧訴訟での最高裁自
身の判決と矛盾するものであると考えられます。そのため、当社は、インドネシア最高裁判所法に基
づき、南ジャカルタ訴訟については2017年10月24日に、またグヌンスギ訴訟については2018年２
月６日に、それぞれ最高裁に対して司法審査（再審理）を申し立てております。 
このうち、グヌンスギ訴訟について、当社は2020年２月３日にグヌンスギ地裁より司法審査（再審
理）申立不受理の決定書（以下、本決定書）を受領しました。前述の通り、当社は2017年９月14日
に最高裁判決を受領し、同受領日から180日以内という司法審査（再審理）申立期限内である2018
年２月６日に司法審査（再審理）を申し立てましたが、本決定書では、当社の最高裁判決受領日は
2016年12月８日と認定され、2018年２月６日の司法審査（再審理）申立は申立期限経過後になさ
れたため不受理とされております。 
しかしながら、当社の最高裁判決受領日が2017年９月14日であることは当社が受領した判決通知書
から明らかである一方、最高裁が当社の最高裁判決受領日を2016年12月８日と認定するために採用
した証拠は本決定書では明示されておらず、当該決定は明らかな事実誤認に基づく不当なものである
と考えられます。当社は、本決定書の内容を分析し、インドネシア最高裁判所法に基づく司法審査 
(再審理) 制度の下で当該最高裁決定に対する当社の取りうる法的な手段等を検討した結果、所定の
申立期限内に、最高裁に対して２回目の司法審査（再審理）を申し立てる方針です。以上の状況を踏
まえて、現訴訟の最高裁判決が無効になる可能性が高いと判断するこれまでの当社の立場の変更を要
する情報はなく、当連結会計年度末現在において、現訴訟に対する訴訟損失引当金は認識しておりま
せん。 

 
また、旧訴訟において、Sugar Groupに属する企業であるPT. Indolampung Perkasa及びPT. 
Sweet Indolampungに対する当社の債権及びそれに関わる担保は有効であることが確認されており
ますところ、Sugar Groupに属する企業であるPT. Indolampung Perkasa、 PT. Sweet 
Indolampung 、 PT. Gula Putih Mataram、 PT. Indolampung Distillery 及び PT. Garuda 
Pancaarta（以下、本段落においてSugar Group被告企業）はその有効性を否認したため、当社は、
2017年４月26日、インドネシア・中央ジャカルタ地方裁判所において、Sugar Group被告企業に
対して、Sugar Group被告企業の不法行為による当社の信用毀損等の損害約16億米ドルの支払を求
める損害賠償請求訴訟を提起しました。 
これに対して、Sugar Group被告企業は、当該訴訟の手続の中で、当社による当該訴訟の提起が不
法行為であると主張し、当社に対して合計77億５千万米ドルの支払を求める損害賠償請求訴訟（反
訴）を2019年４月30日に提起しました。当社は、当該反訴による損失発生の可能性は低いと判断し
ております。 

 
当連結会計年度末において、上記の他、海外インフラ案件における損害賠償や債権回収に関する未解
決の訴訟等がありますが、損失処理を行っている一部案件を除き、結果を現時点で予測することは不
可能です。なお、これらに係る詳細な開示は、訴訟等に重要な影響を及ぼす可能性があるため、行わ
ないこととしております。 
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＜連結包括利益計算書に関する注記＞ 
 
1. 固定資産評価損 
当連結会計年度の「固定資産評価損」には以下のものが含まれます。 

（1）米国メキシコ湾の石油・ガス開発事業における有形固定資産について、原油価格の急落及び生産・
掘削計画の見直し等により、118,944百万円の減損損失を認識しております。 

（2）英領北海の石油・ガス開発事業における有形固定資産について、原油価格の急落により、37,657
百万円の減損損失を認識しております。 

（3）穀物事業を取り巻く環境については、米中通商摩擦や北米の天候不順等の収益の押し下げ要因に回
復の兆しが見られるものの、緩やかな回復にとどまっております。また、新型コロナウイルスの感
染拡大等に伴い、事業環境の不透明感が増してきていることから、Gavilon穀物事業について、今
後の大幅な利益成長を見込むことが困難であると判断し、将来事業計画を見直した結果、Gavilon
穀物事業の買収に伴い認識したのれん及び無形資産等の回収不能見込額について、88,416百万円
の減損損失を認識しております。 

 
2. 有価証券損益 
当連結会計年度において、米国冷凍・冷蔵トレーラーリース・レンタル事業を営む子会社の持分を一
部売却し、また、子会社に対する支配を喪失したことにより残存投資を公正価値評価した結果、
17,412百万円の利益を「有価証券損益」として認識しております。 

 
3. 持分法による投資損益 
当連結会計年度の「持分法による投資損益」には以下のものが含まれます。 

（1）チリ銅事業について、新型コロナウイルスの感染拡大による中国需要の減退等から銅価格が下落し
たことを踏まえ、将来事業計画を見直した結果、当該事業の一部鉱区への投資の回収不能見込額に
ついて、60,251百万円の減損損失を認識しております。 

（2）米国航空機リース事業について、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う事業環境の悪化を踏まえ、
将来事業計画に対して一定期間における業績達成確度の不確実性を織り込んだ結果、当該事業への
投資の回収不能見込額について、42,113百万円の減損損失を認識しております。 

（3）米国西海岸の穀物輸出事業について、前連結会計年度末に将来事業計画を見直した際、米中通商摩
擦を主因とした減益からの短期的な回復を見込んでおりました。しかしながら、新型コロナウイル
スの感染拡大等に伴い、事業環境の不透明感が増してきていることから、短期的な回復には至らな
いと判断し、将来事業計画を再度見直した結果、当該事業への投資の回収不能見込額について、
26,062百万円の減損損失を認識しております。 

（4）フィリピンのインフラ事業について、客先との契約見直し協議による事業計画の達成確度の不確実
性を考慮した結果、当該事業への投資の回収不能見込額について、22,975百万円の減損損失を認
識しております。 

（5）英国洋上風力据付事業においては、洋上オイル・ガス向けのメンテナンスサービスも手掛けており
ますが、当該サービスの需要低迷に伴い、将来事業計画を見直した結果、当該事業への投資の回収
不能見込額について、15,451百万円の減損損失を認識しております。 

（6）パプアニューギニアにおけるLNG事業について、原油価格の急落に伴い、将来事業計画を見直した
結果、当該事業への投資の回収不能見込額について、13,590百万円の減損損失を認識しておりま
す。 

 
4. 法人所得税 
当連結会計年度の「法人所得税」には以下のものが含まれます。 

（1）英領北海の石油・ガス開発事業について、原油価格の急落により収益性が悪化し、繰延税金資産の
うち繰越欠損金の使用が見込めなくなった部分について取り崩しを行ったことを主因として、税金
費用19,830百万円を認識しております。 
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（2）当社及び連結納税子会社における繰延税金資産について、将来課税所得計画に新型コロナウイルス
の感染拡大に伴う事業環境の悪化の影響等を織り込んだ結果、将来減算一時差異に対して認識して
いた繰延税金資産の取り崩しによる税金費用10,070百万円を認識しております。 

 
5. 追加情報 
当連結会計年度において、新型コロナウイルスの感染拡大による直接的または間接的影響を考慮して、
減損損失及び繰延税金資産の取り崩しによる税金費用を計上しておりますが、これらの計上にあたり
考慮した主要な仮定は以下の通りです。 

（1）石油・ガス開発事業について 
米国メキシコ湾及び英領北海の石油・ガス開発事業における有形固定資産の減損損失の金額は、減
損の兆候が識別された鉱区に関する割引将来キャッシュ・フローに基づいた使用価値にて算定した
回収可能価額によるものであります。各鉱区の使用価値の算定に用いた将来事業計画における原油
価格の短期見通しは、当連結会計年度末のWTI原油（米国メキシコ湾）及びBrent原油（英領北海）
の先物市場価格を参照し、長期見通しは外部機関が公表しているWTI原油（米国メキシコ湾）及び
Brent原油（英領北海）の価格予想に一定の調整を加えることで決定しております。 
生産量による加重平均ベースでの想定原油価格の見通しは、米国メキシコ湾については2021年３
月期～2024年３月期は37米ドル/バレル、全事業期間は46米ドル/バレル、英領北海については
2021年３月期～2024年３月期は41米ドル/バレル、全事業期間は50米ドル/バレルとなっており
ます。 

（2）米国穀物事業について 
Gavilon穀物事業の買収に伴い認識したのれん及び無形資産等の減損損失の金額、並びに、米国西
海岸の穀物輸出事業への投資について持分法による投資損益として計上した減損損失の金額は、割
引将来キャッシュ・フローに基づいた使用価値にて算定した回収可能価額によるものであります。
使用価値の算定に用いた将来事業計画は、取扱数量、価格、マージン等を主要な仮定とし、新型コ
ロナウイルスの感染拡大等に伴い、事業環境の不透明感が増してきていることから、足元の利益水
準からの回復は緩やかなものにとどまると想定し、過去の経験及び外部情報とも整合性を取ったう
えで策定しております。 

（3）チリ銅事業について 
チリ銅事業の一部鉱区への投資について持分法による投資損益として計上した減損損失の金額は、
割引将来キャッシュ・フローに基づいた使用価値にて算定した回収可能価額によるものであります。
使用価値の算定に用いた将来事業計画における銅価格の短期見通しは、当連結会計年度末の銅の先
物市場価格を参照し、長期見通しは外部機関が公表している銅の価格予想を参照して決定しており
ます。 
銅価格の前提は、2021年３月期～2023年３月期は5,000米ドル/トン程度とし、2025年３月期
は5,500米ドル/トン、2028年３月期は6,200米ドル/トン、2030年３月期には7,050米ドル/ト
ン程度まで上昇する計画となっております。 

（4）米国航空機リース事業について 
米国航空機リース事業への投資について持分法による投資損益として計上した減損損失の金額は、
割引将来キャッシュ・フローに基づいた使用価値にて算定した回収可能価額によるものであります。
使用価値の算定に用いた将来事業計画においては、資産ポートフォリオ、リース料、資産売却収入
等を主要な仮定とし、追加で将来事象に関する不確実性として、航空旅客需要の減少に伴う航空業
界の経営環境悪化によるリース料収入の減少及び航空機の売却価値の下落に関するリスクを、新型
コロナウイルス感染症の影響とその回復期間を含めた約３年間の期間に亘って一定程度織り込んで
おります。 

（5）当社及び連結納税子会社における繰延税金資産の回収可能性の判断について 
繰延税金資産の回収可能性については、当社及び連結納税子会社における将来課税所得計画を基に
判断しております。当該課税所得計画は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う事業環境の悪化の影
響が2022年３月期まで残ることを想定して策定しております。 
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＜連結持分変動計算書に関する注記＞ 
 
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 
普通株式   1,737,940,900株 

 
2. 配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

 
決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 

配当額 基 準 日 効力発生日 

2019年５月15日 
取締役会 普通株式 29,504百万円 17円00銭 2019年３月31日 2019年６月３日 

2019年11月５日 
取締役会 普通株式 30,374百万円 17円50銭 2019年９月30日 2019年12月２日 

 
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
決  議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり 配 当 額 基 準 日 効力発生日 

2020年５月20日 
取締役会 普通株式 30,378百万円 利益剰余金 17円50銭 2020年３月31日 2020年６月５日 

 
3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる
株式の種類及び数 
普通株式   575,700株 

 
4. その他資本性金融商品 
財務基盤の更なる強化を図るため、2016年８月に永久劣後特約付ローン（以下、本ローン）により
国内金融機関から資金調達を実行しております。 
本ローンはIFRS上、資本性金融商品に分類されるため、「資本」区分において243,589百万円（取引
費用6,411百万円控除後）を「その他資本性金融商品」に計上しております。 

 
本ローンの概要 

 
① 資金調達総額 2,500億円（トランシェA 1,000億円、トランシェB 1,500億円） 

② 最終弁済期限 

確定期限の定めなし。 
ただし、トランシェAについては、2021年８月16日及び以降の利払日に、トランシ
ェBについては、2023年８月16日及び以降の利払日に、当社の事前通知により、期
限前弁済が可能。 

③ 利息に関する制限 
当社は事前通知により任意に利息の支払いを停止し、繰り延べることが可能。ただ
し、普通株式への配当等が生じた場合には、当該任意停止利息及びそれに伴う追加
利息の支払いについて、実行可能な合理的な努力を行う。 

④ 劣後条項 契約に定める劣後事由（清算等）が発生した場合、本ローンの弁済順位は全ての上
位債権者に劣後する。 

⑤ 適用利率 

トランシェAについては、2026年８月の利払日以降に0.25％、2041年８月の利払
日以降、さらに0.75％ステップアップする。 
トランシェBについては、2026年８月の利払日以降に0.25％、2043年８月の利払
日以降、さらに0.75％ステップアップする。 

 



22 

＜金融商品に関する注記＞ 
 
1. 金融商品の状況に関する事項 
当社及び連結子会社は、関係強化あるいはその他の目的で様々な金融商品に投資を行っており、その
うち、負債性金融資産については、償却原価で測定される負債性金融資産、FVTOCIの負債性金融資
産又はFVTPLの負債性金融資産に分類し、資本性金融資産については、FVTOCIの資本性金融資産又
はFVTPLの資本性金融資産に分類しております。金融商品の公正価値は、活発な市場における公表価
格で測定しております。金融商品に関する市場が活発でない、又は市場が存在しない場合は、適切な
評価技法を用いて公正価値を測定しております。 
営業債権及び貸付金に係る取引先の信用リスクは、信用リスクの未然防止のために信用供与の実施に
際してリスク管理を徹底しております。 
資金調達に関しては、資産構成に合わせた最適資金調達を基本方針とし、銀行をはじめとした金融機
関からの間接調達と、社債、コマーシャル・ペーパー等の直接調達を実施しております。 
デリバティブ取引については、為替、金利、商品等に係る市場リスクを回避するために行っているヘ
ッジ目的のデリバティブ取引の他、トレーディング目的でのデリバティブ取引を行っております。こ
のような取引については、厳密なポジションと損失の限度額を設定し、実際のポジション及び損益状
況を定期的にマネジメントに報告しております。 

 
2. 金融商品の公正価値等に関する事項 
当連結会計年度末における連結財政状態計算書計上額及び公正価値については次の通りであります。 

 
 連結財政状態計算書計上額 公正価値 

営業債権及び貸付金（1） 1,160,305百万円 1,160,998百万円 

有価証券及びその他の投資（2） 229,147百万円 229,147百万円 
 

（注）金融商品の公正価値の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
金融商品の公正価値の見積りは入手しうる市場情報又は他の適切な評価方法によっております。金融商品の公正価値の
開示に際し以下の方法と仮定を使用しております。 
(1) 営業債権及び貸付金の公正価値は、主に同一の残存期間で同程度の信用格付を有する営業債権及び貸付金に適用さ
れる期末日の金利に基づき、割引将来キャッシュ・フローによって見積っております。 

(2) 活発な市場のある有価証券の公正価値は、期末日の公表価格に基づいて測定しております。活発な市場のない資本
性金融資産及びFVTOCI又はFVTPLの金融資産に分類される負債性金融資産の公正価値は、割引将来キャッシュ・
フロー、第三者による鑑定評価及びその他の評価方法により測定しております。償却原価で測定されている負債性
金融資産の公正価値は、同一の残存期間で同程度の信用格付を有する負債性金融資産に適用される期末日の市場金
利に基づき、割引将来キャッシュ・フローによって見積っております。 

(3) 現金及び現金同等物並びに定期預金の連結財政状態計算書上の帳簿価額は概ね公正価値であり、上記の表に含まれ
ておりません。 

(4) 営業債務の連結財政状態計算書上の帳簿価額は概ね公正価値であり、上記の表に含まれておりません。 
(5) 社債及び借入金の連結財政状態計算書上の帳簿価格は概ね公正価値であり、上記の表に含まれておりません。 
(6) その他の金融資産及びその他の金融負債のうち、デリバティブ資産及びデリバティブ負債の連結財政状態計算書上
の帳簿価額は公正価値であります。また、非デリバティブ資産及び非デリバティブ負債の連結財政状態計算書上の
帳簿価額は概ね公正価値であります。このため、その他の金融資産及びその他の金融負債は上記の表に含まれてお
りません。 
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＜収益認識に関する注記＞ 
 
当社及び連結子会社の関与する取引には、財又はサービスを顧客に提供する契約あるいは金銭授受の当事
者として行う仕切取引や、買手と売手との間で直接取引代金の決済が行われ、当社及び連結子会社が買手
と売手いずれか一方、もしくは両方から手数料を受け取る代行取引等、種々の形態があります。 
当社及び連結子会社は、それらの取引から生じる収益を顧客との契約に基づき、｢商品の販売等に係る収
益｣、｢サービスに係る手数料等｣に区分して表示しており、財又はサービスを顧客に移転する前に支配し
ている場合には本人取引として｢商品の販売等に係る収益｣に含め、そうでない場合には取引により得られ
た対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額のみを、代理人取引として｢サービスに係る手
数料等｣に含めております。 
商品の販売においては、当社及び連結子会社が出荷を手配する場合、船荷証券・倉庫証券・貨物引換証・
荷渡指示書等を買主に引渡した時等、契約上の受渡条件が履行された時点、またはその他検収が完了し、
履行すべき義務がほぼなくなり、顧客の受取が確実となった時点をもって収益を認識しております。商品
の販売契約の大半の取引において、履行義務は一時点で充足されます。変動対価や買戻し義務を含む収益
の額に金額的重要性はありません。 
なお、顧客の資産を創出または増価させる工事契約については、工事の進捗度を測定することにより、複
数の会計期間に亘り収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事
原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。進捗度を合理的に測定する
ことができない場合は、発生したコストの範囲でのみ収益を認識しております。工事契約に係る収益に金
額的重要性はないため、｢商品の販売等に係る収益｣に含めて表示しております。 
サービスに係る手数料等は、主に代理人取引としての手数料であり、契約および関連する法令・判例・取
引慣行等に基づいて、顧客から対価の支払を受ける権利を得たと判断される役務提供完了時に収益を認識
しております。 
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＜１株当たり情報に関する注記＞ 
 
1. １株当たり親会社の株主に帰属する持分 731円72銭 
１株当たり親会社の株主に帰属する持分の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
分子項目（百万円）  
 親会社の所有者に帰属する持分合計 1,515,475 
  １株当たり親会社の株主に帰属する持分の計算に使用する持分調整額  
   親会社の株主に帰属しない金額 245,402 
  １株当たり親会社の株主に帰属する持分の計算に使用する持分 1,270,073 
分母項目（株）  
 １株当たり親会社の株主に帰属する持分の計算に使用する期末普通株式数 1,735,726,318 

 
2. 基本的１株当たり親会社の株主に帰属する当期損失 △116円3銭 
希薄化後１株当たり親会社の株主に帰属する当期損失 △116円3銭 

 （注）当連結会計年度においては、新株予約権の転換が1株当たり親会社の株主に帰属する当期損失を減少させるため、希薄化
効果の調整は行っておりません。 

 
基本的１株当たり親会社の株主に帰属する当期損失の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
分子項目（百万円）  
 親会社の所有者に帰属する当期損失 △197,450 
  基本的１株当たり親会社の株主に帰属する当期損失の計算に使用する損失調整額  
   親会社の株主に帰属しない金額 3,920 
 基本的１株当たり親会社の株主に帰属する当期損失の計算に使用する当期損失 △201,370 
分母項目（株）  
基本的１株当たり親会社の株主に帰属する当期損失の計算に使用する普通株式の 
加重平均株式数 1,735,465,904 
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（ご参考）連結キャッシュ･フロー計算書 
 

（単位：百万円） 
 

項  目 
第96期 

（2019年４月１日から 
2020年３月31日まで） 

第95期 
（2018年４月１日から 
2019年３月31日まで） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
当期利益（損失） △190,191 239,284 
営業活動によるキャッシュ・フローへの調整  
減価償却費等 166,922 113,541 
固定資産損益 250,961 15,206 
金融損益 △21,399 △34,996 
持分法による投資損益 55,150 △85,278 
法人所得税 24,256 49,535 
営業債権の増減 231,157 65,190 
棚卸資産の増減 32,103 △42,777 
営業債務の増減 △188,141 △127,896 
その他－純額 △92,406 14,096 
利息の受取額 11,701 11,414 
利息の支払額 △48,890 △44,202 
配当金の受取額 120,504 152,765 
法人所得税の支払額 △24,746 △40,987 

営業活動によるキャッシュ・フロー 326,981 284,895 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
定期預金の純増減額 108 803 
有形固定資産の売却による収入 8,712 5,968 
投資不動産の売却による収入 154 544 
貸付金の回収による収入 32,584 33,061 
子会社の売却による収入（処分した現金及び現金同等物控除後） 15,778 12,022 
持分法で会計処理される投資及びその他の投資等の売却による収入 66,413 123,279 
有形固定資産の取得による支出 △109,878 △93,221 
投資不動産の取得による支出 △114 △69 
貸付による支出 △8,920 △14,872 
子会社の取得による支出（取得した現金及び現金同等物控除後） △15,414 7,172 
持分法で会計処理される投資及びその他の投資等の取得による支出 △199,213 △52,159 

投資活動によるキャッシュ・フロー △209,790 22,528 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入金等の純増減額 74,877 △163,088 
社債及び長期借入金等による調達 258,016 254,166 
社債及び長期借入金等の返済 △347,484 △436,146 
親会社の株主に対する配当金の支払額 △59,878 △61,611 
自己株式の取得及び売却 △7 △9 
非支配持分からの払込による収入 116 79 
非支配持分からの子会社持分取得による支出 △7,727 △9,425 
その他資本性金融商品の所有者に対する分配の支払額 △3,902 △4,035 
その他 △7,272 △7,351 

財務活動によるキャッシュ・フロー △93,261 △427,420 
為替相場の変動の現金及び現金同等物に与える影響 △10,695 3,451 
現金及び現金同等物の純増減額 13,235 △116,546 
現金及び現金同等物の期首残高 509,288 625,834 
現金及び現金同等物の期末残高 522,523 509,288 
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計算書類 
株主資本等変動計算書 
  
第96期（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）  

 

株主資本 評価・換算差額等 

新株 
予約権 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 資本準備金 その他 

資本剰余金 

その他利益 
剰余金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 262,686 91,073 32,089 353,292 △1,359 737,781 45,432 △106,577 △61,145 1,002 677,638 
当期変動額            
剰余金の配当    △59,878  △59,878     △59,878 
当期純利益    10,447  10,447     10,447 
自己株式の取得     △4 △4     △4 
自己株式の処分   △14  216 202     202 

 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）       △22,465 13,545 △8,920 334 △8,586 

当期変動額合計 ― ― △14 △49,431 212 △49,233 △22,465 13,545 △8,920 334 △57,819 
当期末残高 262,686 91,073 32,075 303,861 △1,147 688,548 22,967 △93,032 △70,065 1,336 619,819 

 
（ご参考）第95期（2018年４月１日から2019年３月31日まで） （単位：百万円）  

 

株主資本 評価・換算差額等 

新株 
予約権 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 資本準備金 その他 

資本剰余金 

その他利益 
剰余金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 262,686 91,073 32,089 295,601 △1,354 680,095 51,189 △109,053 △57,864 528 622,759 
当期変動額            
剰余金の配当    △61,611  △61,611     △61,611 
当期純利益    119,302  119,302     119,302 
自己株式の取得     △5 △5     △5 
自己株式の処分   0  0 0     0 

 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）       △5,757 2,476 △3,281 474 △2,807 

当期変動額合計 ― ― 0 57,691 △5 57,686 △5,757 2,476 △3,281 474 54,879 
当期末残高 262,686 91,073 32,089 353,292 △1,359 737,781 45,432 △106,577 △61,145 1,002 677,638 
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個別注記表 
＜重要な会計方針に関する注記＞ 
 
1. たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（1）通常の販売目的で保有するたな卸資産 

主に移動平均法ないし個別法による原価法によっております。 
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（2）トレーディング目的で保有するたな卸資産 
時価法によっております。 

 
2. たな卸資産以外の資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 
① 売買目的有価証券：時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
② 満期保有目的債券：償却原価法によっております。 
③ 子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法によっております。 
④ その他有価証券 
（時価のあるもの）：当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
（時価のないもの）：移動平均法による原価法によっております。 

（2）デリバティブ：時価法によっております。 
 
3. 固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 
① リース資産以外の有形固定資産 

定額法によっております。 
② リース資産 
（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 
自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 
（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（2）無形固定資産 
① リース資産以外の無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、利用可能期間（主に５年）
に基づく定額法によっております。 

② リース資産 
（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 
自己所有の無形固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 
（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
4. 繰延資産の処理方法 
（1）株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。 
（2）社債発行費は、償還期限までの期間で均等償却しております。 
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5. 引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 

一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権は、個別に回収可能性を検討し、貸倒見
積額を計上しております。 

（2）投資損失引当金 
子会社株式等の実質価額が低下している場合、回復可能性を勘案の上、必要と認められる額を計上
しております。 

（3）工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失発生に備えるため、当事業年度末の未引渡工事について、翌事業年度以
降の損失発生見積額を計上しております。 

（4）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（主に14.1年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。 

（5）債務保証損失引当金 
子会社等に対する債務保証等の偶発債務による損失に備えるため、被保証先の財務状態等を勘案の
上、必要と認められる額を計上しております。 

 
6. ヘッジ会計の方法 
（1）ヘッジ会計の方法 ：主に、繰延ヘッジ処理を適用しております。また、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を適用しております。な
お、為替予約等のうち、外貨建金銭債権債務に付しているものについて
は振当処理を適用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 ：主に為替変動、金利変動、価格変動等の市場リスクを、為替予約取引、
金利スワップ、商品先物取引等により個別又は包括にヘッジしておりま
す。 

（3）ヘッジ方針 ：取引部課の所属する営業グループ毎にリスク管理方針を作成し、為替、
金利、商品等のリスクを必要に応じてヘッジしております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 ：ヘッジ対象及びヘッジ手段に応じて、比率分析等により、ヘッジ取引の
事前、事後に有効性の評価を行っております。 

 
7. 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
8. 大型不動産開発事業（総事業費が50億円を超え、開発期間が２年を超える事業）に係る正常な開発
期間中の支払利息は取得原価に算入しております。 

 
9. 連結納税制度を適用しております。なお、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８
号) において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納
税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税
効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、
｢税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44
項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて
おります。 
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＜貸借対照表に関する注記＞ 
 
1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する金銭債権 
短期 322,568百万円 長期 185,794百万円
関係会社に対する金銭債務 
短期 464,716百万円 長期 917百万円

 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 31,510百万円
 
3. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 
投資有価証券及び関係会社株式 49,139百万円
その他の流動資産 2,163百万円

 
対応債務 
その他の流動負債 10百万円
担保に供している資産には、関係会社の借入金等に対して担保提供を行った当社資産も含めており
ます。 

 
4. 偶発債務 

銀行借入等に対する保証債務 
丸紅フィナンシャルサービス 404,868百万円
丸紅米国会社 301,076百万円
Marubeni Iron Ore Australia 135,466百万円
その他（151社） 612,199百万円
    計 1,453,609百万円
その他には重複による消去69,312百万円を含めております。 

 
銀行借入等に対する保証予約等 
Marubeni Finance Europe 49,602百万円
その他（４社） △48,738百万円
    計 864百万円
その他には重複による消去50,922百万円を含めております。 

 
上記には、取引先の仕入債務等に係る支払保証を含めております。 
輸出手形割引高 21,225百万円

 
国内子会社等向けにグループファイナンスを行う丸紅フィナンシャルサービスに対し、当社はその
必要資金の保証を行っております。当事業年度末における丸紅フィナンシャルサービス向けの「銀
行借入等に対する保証債務」のうち、当社と丸紅フィナンシャルサービスとの契約に基づき、国内
子会社等に対する回収リスクを当社が負っているものは次の通りであります。 
丸紅アビエーション 43,882百万円
その他（27社） 165,981百万円
    計 209,863百万円
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訴訟等 
訴訟等については、連結注記表における＜連結財政状態計算書に関する注記＞の４．偶発債務 訴
訟等に記載の通りであります。 

 
＜損益計算書に関する注記＞ 
 
1. 関係会社との取引高 

売上高 878,580百万円
仕入高 1,506,138百万円
営業取引以外の取引による取引高 185,485百万円

 
2. 関係会社株式評価損及び関係会社事業損失引当金繰入額 
当事業年度の主な「関係会社株式評価損」及び「関係会社事業損失引当金繰入額」は以下の通りです。 

（1）英領北海にて石油・ガス開発事業を営むMarubeni North Sea Ltd.の財政状態の悪化に伴い、「関
係会社株式評価損」として24,140百万円、「関係会社事業損失引当金繰入額」として27,993百万
円の特別損失を計上しております。 

（2）英国洋上風力据付事業の財政状態の悪化に伴い、「関係会社事業損失引当金繰入額」として17,993
百万円の特別損失を計上しております。 

（3）インドネシアでの広葉樹晒パルプの製造・販売事業への投資について、実質価額が低下し、その回
復可能性が認められないことから、実質価額が低下している部分について「関係会社株式評価損」
として14,173百万円の特別損失を計上しております。 

（4）パプアニューギニアにおけるLNG事業への投資について、実質価額が低下し、その回復可能性が認
められないことから、実質価額が低下している部分について「関係会社株式評価損」として
12,849百万円の特別損失を計上しております。 

 
＜株主資本等変動計算書に関する注記＞ 
 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 2,036,195株
 
＜税効果会計に関する注記＞ 
 
繰延税金資産の発生の主な原因は、資産評価損及び組織再編取引等であり、繰延税金負債の発生の主な原
因は、その他有価証券評価差額金であります。 
繰延税金資産の回収可能性については、当社及び連結納税子会社における将来課税所得計画を基に判断し
ております。当該課税所得計画は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う事業環境の悪化の影響が2022年
3月期まで残ることを想定して策定しております。その結果、繰延税金資産の金額からは評価性引当額
10,341百万円を控除しております。 
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＜関連当事者との取引に関する注記＞ 
 
子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 
 
参 考 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合 
関連当事者 
との関係 取引の内容 取 引 

金 額 科 目 期 末 
残 高 

子会社 日本洋上風力 所有 
直接100％ 資金の援助 資金の貸付 

（注１） ― 長期貸付金 34,446 

子会社 MARUBENI PETROLEUM 所有 直接100％ 

商品の輸入及び 
外国間取引等 

商品の輸入及び 
外国間取引等 
（注２） 

789,290 
買掛金 
未払金 
その他 

6,341 
1,194 
239 

債務保証 債務保証 
（注３） 63,996 ― ― 

子会社 MARUBENI NORTH SEA 
所有 
直接100％ 債務保証 債務保証 

（注３） 36,540 ― ― 

子会社 MARUBENI IRON ORE AUSTRALIA 
所有 
直接100％ 債務保証 債務保証 

（注３） 135,466 ― ― 

子会社 MARUBENI LP HOLDING 所有 直接100％ 資金の援助 資金の貸付 
（注１） ― 長期貸付金 98,812 

子会社 MMSL 所有 
直接100％ 債務保証 債務保証 

（注３） 72,314 ― ― 

子会社 丸紅アビエーション 所有 
直接100％ 資金の援助 資金の貸付 

（注１） 122,805 短期貸付金 122,669 

子会社 丸紅フィナンシャルサービス 所有 直接100％ 

債務保証 債務保証 
（注３） 404,868 ― ― 

資金の援助 資金の貸付 
（注４） 33,926 短期貸付金 17,563 

資金の預り 資金の預り 
（注５） 367,135 預り金 352,887 

子会社 MARUBENI FINANCE EUROPE 
所有 
直接100％ 債務保証 債務保証 

（注３） 76,483 ― ― 

子会社 丸紅米国会社 所有 
直接100％ 

商品の輸入及び 
外国間取引等 

商品の輸入及び 
外国間取引等 
（注２） 

265,240 
買掛金 
未払金 
預り金 
その他 

24,553 
1,414 
10 

22,742 

債務保証 債務保証 
（注３） 301,076 ― ― 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）同社への資金の貸付に係る金利条件については、市場金利を勘案して決定しております。なお、資金の貸付に関して、担保は

受け入れておりません。 
（注２）価格その他の取引条件は、市場の実勢価格等を勘案して交渉の上で決定しております。 
（注３）同社の銀行借入金等に係る債務保証を行っており、保証料は被保証先の信用力等を勘案して決定しております。 
（注４）同社への資金の貸付に係る金利条件については、市場金利を勘案して決定しております。なお、資金の貸付に関して、担保は

受け入れておりません。また、資金の貸付の取引金額は期中の平均残高を記載しております。 
（注５）同社への資金の預りに係る金利条件については、市場金利を勘案して決定しております。また、資金の預りの取引金額は期中

の平均残高を記載しております。 
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＜１株当たり情報に関する注記＞ 
 
1. １株当たり純資産 356円29銭 
１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
分子項目（百万円）  
 純資産合計 619,819 
  純資産合計から控除する金額  
   新株予約権 1,336 
 普通株式に係る純資産合計 618,483 
分母項目（株）  
 期末普通株式数 1,735,904,705 
 

2. １株当たり当期純利益 6円2銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6円1銭 
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであ
ります。 

 
分子項目（百万円）  
 当期純利益 10,447 
  潜在株式調整後１株当たり当期純利益の計算に使用する利益調整額  
   新株予約権に係る調整 △1 
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の計算に使用する当期純利益 10,446 
分母項目（株）  
 １株当たり当期純利益の計算に使用する普通株式の期中平均株式数 1,735,643,795 
  潜在株式調整数  
   新株予約権に係る調整 1,813,986 
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の計算に使用する普通株式の期中平均株式数 1,737,457,781 
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